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○関市浄化槽設置補助金交付要綱 

平成17年２月７日関市告示第21号の６ 

改正 

平成17年８月30日告示第91号 

平成18年10月２日告示第125号 

平成19年９月３日告示第156号 

平成20年８月29日告示第148号 

平成24年６月12日告示第190号 

平成26年３月24日告示第60号 

平成28年４月１日告示第93号の11 

令和２年４月１日告示第117号 

令和３年４月１日告示第130号 

関市浄化槽設置補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この告示は、浄化槽を設置する者に対して補助金を交付することにより、し尿及び生活雑排水による生活環境の悪

化並びに公共用水域の水質汚濁の防止を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この告示において「浄化槽」とは、浄化槽法（昭和58年法律第43号。以下「法」という。）第２条第１号に規定す

る浄化槽をいう。 

２ この告示において「単独処理浄化槽」とは、法第３条の２第１項ただし書に規定するし尿のみを処理する設備又は施設

をいう。 

（補助金の交付対象となる浄化槽） 

第３条 補助金の交付対象となる浄化槽（以下「補助対象浄化槽」という。）は、次に掲げる要件を全て満たす浄化槽であ

って、別表区分の欄に掲げる浄化槽のいずれかに該当するものとする。 

(１) 処理対象人数が50人以下であること。 

(２) 合併処理浄化槽設置整備事業における国庫補助指針（平成４年10月30日付け衛浄第34号厚生省生活衛生局水道環境

部環境整備課浄化槽対策室長通知）が適用される浄化槽であって、同指針に適合するものとして全国浄化槽推進市町村

協議会（以下「全浄協」という。）に登録されていること。 

(３) 一般社団法人全国浄化槽団体連合会（以下「全浄連」という。）の機能保証制度又は公益社団法人岐阜県浄化槽連

合会（以下「岐浄連」という。）の岐阜県浄化槽生涯機能保証制度の登録を受けていること。 

２ 補助対象浄化槽を設置する建物に居住用以外の目的に使用する部分がある場合は、当該居住用以外の目的に使用する部

分に係る延べ面積を除いた建物に設置された浄化槽として補助金を交付するものとする。 

（補助金の交付対象） 

第４条 市長は、次に掲げる区域のいずれにも該当しない市内の区域において、居住用の建物（販売の目的で建築された建

物を除く。以下「対象住宅」という。）に汚水処理未普及解消に資する浄化槽を設置する事業又は災害に伴い必要となっ

た家屋の建替えに伴う浄化槽の設置及び故障した浄化槽の更新若しくは改築を行う事業（以下「補助事業」という。）を

実施する者に予算の範囲内で補助金を交付する。 

(１) 下水道法（昭和33年法律第79号）第４条第１項に基づき策定された公共下水道の事業計画に定める予定処理区域 

(２) 土地改良法（昭和24年法律第195号）第57条の４第１項に規定する認可を受けた農業集落排水施設整備事業の計画に

定める事業を行う区域 

(３) 関市コミュニティ・プラント条例（平成17年関市条例第40号）第２条に規定する処理区域 

２ 前項各号のいずれかに該当する区域であっても、公共下水道の整備が当分の間（原則として７年以上）見込まれない地

域であって、水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号）第14条の８第１項に規定する生活排水対策重点地域に該当する地域

及び農業集落排水施設の整備が当分の間（原則として７年以上）見込まれない地域は補助対象とする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助金の交付対象者としない。 

(１) 法第５条第１項の規定に基づく設置の届出の審査又は建築基準法（昭和25年法律第201号）第６条第１項の規定に基
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づく確認を受けずに浄化槽を設置する者 

(２) 対象住宅を賃借している者で、賃貸人の承諾が得られないもの 

(３) 市税、介護保険料、市営住宅等の家賃、水道料金、下水道使用料その他の市に納付すべき歳入金を滞納している者 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、別表区分の欄に掲げる浄化槽の設置に要した費用の額とする。ただし、同表規模の欄に掲げる浄化

槽の規模に応じて、同表限度額の欄に掲げる金額をその上限とする。 

２ 市長は、単独処理浄化槽の撤去（補助対象浄化槽の機能を持たせるための装置を設置することができない単独処理浄化

槽を撤去しなければ、補助対象浄化槽を設置できない場合に、当該単独処理浄化槽を撤去して補助対象浄化槽を設置する

ことをいう。以下同じ。）の場合に、当該単独処理浄化槽の撤去に要した費用の額（当該撤去に要した費用の額が90,000

円を超えるときは90,000円とし、90,000円に満たないときは、その額の1,000円未満の端数を切り捨てた額とする。）を前

項の補助金の額に加算することができる。 

３ 市長は、単独処理浄化槽からの転換（個人所有の戸建住宅において既設の単独処理浄化槽を浄化槽へ転換（家屋を改築

し、又は増築する場合を除く。）する場合に、宅内配管工事（浄化槽への流入管、ますの設置及び住居の敷地に隣接する

側構までの放流管に係る工事をいう。）に要した額（当該転換に要した費用の額が300,000円を超えるときは300,000円と

し、300,000円に満たないときは、その額の1,000円未満の端数を切り捨てた額とする。）を第１項の補助金の額に加算す

ることができる。 

（補助金の交付申請等） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、関市浄化槽設置補助金交付申請書（別記様式第

１号。以下「交付申請書」という。）に次に掲げる書類を添付して、補助事業に着手する日から起算して11日前又は補助

金の交付の申請をした日が属する年度（以下「申請年度」という。）の１月末日のいずれか早い日までに市長に提出しな

ければならない。 

(１) 申請者が対象住宅を賃借している者であるときは、賃貸人の承諾書 

(２) 浄化槽設置届出書又は浄化槽設置通知書の写し 

(３) 補助事業に係る工事請負契約書の写し 

(４) 浄化槽単体及びその設置に要する費用の明細書及び見積書の写し（補助の対象となる部分に限る。） 

(５) 全浄協の登録証の写し及び登録浄化槽管理票（市町村提出用） 

(６) 全浄連の機能保証登録証又は岐浄連の生涯機能保証登録証の写し 

(７) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定により申請があった場合は、その内容を審査し、適当と認めたときは関市浄化槽設置補助金交付決

定通知書（別記様式第２号）を、適当と認めなかったときは関市浄化槽設置補助金交付申請却下通知書（別記様式第３号）

を申請者に送付する。 

３ 前項の規定による補助金交付の決定通知を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、交付申請書の内容を変更しよ

うとするとき又は交付申請書に係る浄化槽の設置を中止しようとするときは、関市浄化槽設置補助金交付申請変更等承認

申請書（別記様式第４号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

４ 市長は、前項の規定により申請があった場合は、その内容を審査し、当該申請を承認するかどうかを決定し、関市浄化

槽設置補助金交付申請変更等承認（不承認）通知書（別記様式第５号）により交付決定者に通知する。 

５ 交付決定者は、交付申請書に記載された浄化槽設置工事の完了予定日までに当該工事が完了しないとき又は浄化槽の設

置が困難になったときは、速やかにその旨を市長に報告し、その指示に従うものとする。 

（完了報告書兼交付請求書の提出） 

第７条 交付決定者は、補助事業が完了したときは、関市浄化槽設置補助金完了報告書兼交付請求書（別記様式第６号）に

次に掲げる書類を添付して、補助事業が完了した日から１月を経過した日又は申請年度の３月20日のいずれか早い日まで

に市長に提出しなければならない。 

(１) 法定検査の依頼書又はこれに代わる書類の写し 

(２) 浄化槽の保守点検及び清掃に関する業務委託契約書又はこれに代わる書類の写し 

(３) 合併処理浄化槽設置整備事業の推進体制の強化について（平成元年２月８日付け衛浄第８号厚生省生活衛生局水道

環境部環境整備課浄化槽対策室長通知）に定めるチェックリスト 
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(４) 浄化槽設置の施工工事写真 

(５) 単独処理浄化槽の撤去工事の作業工程を示す写真（第５条第２項に該当する場合に限る。） 

(６) 浄化槽の設置に係る配管工事の作業工程を示す写真（第５条第３項に該当する場合に限る。） 

(７) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（補助金交付決定の取消し等） 

第８条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若

しくは一部を返還させることができる。 

(１) 交付決定者が、この告示の規定に違反したとき。 

(２) 交付決定者が、偽りその他不正の行為により補助金の交付決定を受けたことが明らかになったとき。 

(３) 前２号に掲げるときのほか、市長が補助金の交付を適当でないと認めたとき。 

（工事の検査等） 

第９条 市長は、必要に応じて、交付決定した補助金に係る浄化槽の設置工事の検査及び確認を行うことができる。 

（委任） 

第10条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この告示は、平成17年２月７日から施行する。 

附 則（平成17年８月30日告示第91号） 

１ この告示は、平成17年８月30日から施行する。 

２ 改正後の第３条及び第４条の規定は、この告示の施行の日以後に補助金の交付申請書を受理した浄化槽について適用し、

同日前に補助金の交付申請書を受理した浄化槽については、なお従前の例による。 

附 則（平成18年10月２日告示第125号） 

この告示は、平成18年10月２日から施行し、改正後の第５条及び別表の規定は、平成18年４月１日から適用する。 

附 則（平成19年９月３日告示第156号） 

この告示は、平成19年９月３日から施行し、改正後の第４条及び別表の規定は、平成19年４月１日から適用する。 

附 則（平成20年８月29日告示第148号） 

この告示は、平成20年９月１日から施行する。 

附 則（平成24年６月12日告示第190号） 

この告示は、平成24年６月12日から施行し、改正後の第４条第２項の規定は平成22年８月10日から、改正後の第３条第１

項第３号及び第４条第１項第１号の規定は平成24年４月１日から適用する。 

附 則（平成26年３月24日告示第60号） 

この告示は、平成26年３月24日から施行する。 

附 則（平成28年４月１日告示第93号の11） 

この告示は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年４月１日告示第117号） 

この告示は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年４月１日告示第130号） 

 この告示は、令和３年４月１日から施行する。 
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別表（第３条、第５条関係） 

区分 規模 限度額 

１ 生物化学的酸素要求量（以下「ＢＯＤ」という。）の

除去率が90パーセント以上であり、かつ、放流水のＢＯ

Ｄが１リットルにつき１日平均20ミリグラム以下である

機能を有する浄化槽 

５人槽 332,000円（352,000円） 

６人～７人槽 414,000円（441,000円） 

８人～10人槽 548,000円（588,000円） 

11人～20人槽 939,000円（1,002,000円） 

21人～30人槽 1,472,000円（1,545,000円） 

31人～50人槽 2,037,000円（2,129,000円） 

２ １に該当する浄化槽のうち、放流水の総窒素濃度が１

リットルにつき20ミリグラム以下又は総りん濃度が１リ

ットルにつき１ミリグラム以下である機能を有するもの 

５人槽 384,000円（408,000円） 

６人～７人槽 462,000円（492,000円） 

８人～10人槽 585,000円（627,000円） 

11人～20人槽 1,092,000円（1,164,000円） 

21人～30人槽 1,860,000円（1,953,000円） 

31人～50人槽 2,496,000円（2,610,000円） 

３ ２に該当する浄化槽のうち、ＢＯＤの除去率が97パー

セント以上であり、かつ、放流水のＢＯＤが１リットル

につき１日平均５ミリグラム以下である機能を有するも

の 

５人槽 489,000円（516,000円） 

６人～７人槽 654,000円（696,000円） 

８人～10人槽 903,000円（963,000円） 

11人～20人槽 1,551,000円（1,650,000円） 

21人～30人槽 2,607,000円（2,736,000円） 

31人～50人槽 3,501,000円（3,660,000円） 

備考 浄化槽を設置する区域が豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第２条の規定により指定された豪雪地帯

又は特別豪雪地帯に該当するときの限度額は、限度額の欄のかっこ書の金額とする。 
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別記様式第１号（第６条関係） 
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別記様式第２号（第６条関係） 
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別記様式第３号（第６条関係） 
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別記様式第４号（第６条関係） 

 



9/10 

別記様式第５号（第６条関係） 
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別記様式第６号（第７条関係） 

 


